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事業名

 

民有林直轄治山事業 

 

事業実施期間 平成25年度～令和２年度 

（８年間） 

事業実施地区名
（都道府県名）

仙台湾沿岸
（せんだいわんえんがん）

 
（宮城県） 

事業実施主体 東北森林管理局 

仙台森林管理署 

完了後経過年数 ５年 管 理 主 体 宮城県 

事業の概要・目的 本地区は、宮城県南部の仙台市（七
なな

北田
き た

川以南）から山元
やまもと

町（福島県境まで）
にかけての３市２町の沿岸に位置する海岸防災林を事業の対象としている。 

長年にわたる海岸防災林の造成・維持を通じ、飛砂や強風等による被害を防止
し、沿岸地域の土地利用を可能にしてきたところ、平成23年３月11日に発生した
東日本大震災に伴う津波（最大波高約10ｍ）により、森林の倒伏・流失・折損、
その後の塩害による立ち枯れなど甚大な被害が発生した。 

この震災発生後、本地区の内陸側において農地等の復旧が進められ、塩害や風
害、飛砂の防備といった海岸防災林の持つ防災機能の早期回復が求められてい
た。これを踏まえ、「東日本大震災に係る海岸防災林の再生に関する検討会」の
提言に基づき、多重防御の一環として防潮堤と一体となった海岸防災林の再生を
図るとともに、宮城県震災復興計画等において、県土の保全及び県民生活の安全
を確保する観点から求められている海岸防災林の早期復旧を図るため、地域にお
ける安全・安心の確保及び持続的な土地利用の維持に寄与することを目的とし
た。 

本地区の施工にあたっては、事業規模が著しく大きく、相当の事業費と高度な
技術が必要となることが見込まれたことから、宮城県から民有林直轄治山事業の
着手について要望がなされ、民有林直轄治山事業を実施し、海岸防災林の復旧を
図ったものである。 

なお、本事業は平成25年度に着手し、計画箇所すべての植栽工が完了したこと
から、令和２年度をもって完了した。 

 

・主な事業内容：植栽工 253.8ha、防風工 169,190ｍ、静砂工 247,207ｍ 

・総 事 業 費 ：7,177,617千円（税抜き  6,672,059千円） 

（平成 24 年度の評価時点  7,862,343 千円 ） 

 

                                     
① 費用便益分析の 
算定基礎となった 
要因の変化 

本事業の費用便益分析における主たる便益は風害軽減便益であり、海岸防災林
の造成により、強風による被害の軽減効果を算定したものである。 

なお、前回の事前評価時点と比較して、総便益(B)及び総費用(C)は現在価値に
換算しているため、いずれも増加している。 

総便益、総費用ともに労務・資材単価の上昇と、事業量の変動等により費用便
益分析(B/C)は増加した。 

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

総便益(B) 51,834,677  千円（平成24年度の評価時点  17,721,028 千円※）

総費用(C)  9,459,965  千円（平成24年度の評価時点   7,288,073 千円※）

分析結果(B/C) 5.48     （平成24年度の評価時点        2.43     ） 
 

② 事業効果の発現状
況 

本事業は、多重防御の一環として防潮堤と併せて津波を防御する対策に位置付
けられるとともに、海岸防災林による塩害、風害及び飛砂防備機能等の発揮が求
められていることから、当該防災林の復旧を目的として実施されたものである。

植栽木が成長し、海岸防災林として完全に再生するまでには一定の期間を要す
るものの、植栽の完了により一定の事業効果が発現している状況にある。事業完
了後においても下刈りや除伐等の保育管理を継続して実施しており、将来的な機
能の十分な発揮に向けて引き続き適切な管理に取り組んでいる。 



③ 事業により整備さ

れた施設の管理状況

本事業により整備した海岸防災林は、管理主体である宮城県により適切に維持
管理されている。 

④ 事業実施による環

境の変化 

本事業の実施により、被災した海岸部において植生の回復が進み、飛砂の抑制
や強風による被害軽減など、海岸環境の改善が図られるとともに、一定の効果の
発現がみられる。 

また、内陸側においても農地等への被害軽減が期待されるなど、生活環境・生
産環境の向上に寄与している。なお、植栽木は成長途上にあることから、今後さ
らに防災機能の向上が見込まれる。 

⑤ 社会経済情勢の変

化 

本事業着手以降、東日本大震災からの復旧・復興事業の進展により、海岸防災
林の背後地における農地や住宅地等の利用が回復している。 

こうした中、塩害、風害及び飛砂防備といった海岸防災林の持つ機能に対する
ニーズは引き続き高く、さらに防潮堤と併せた多重防御の一環として、津波被害
の軽減機能も含めた総合的な防災機能の発揮が求められている。 

⑥ 今後の課題等 本事業により整備した海岸防災林は、現時点においても一定の効果が発現して
いるところであるが、植栽木が成長し、その機能を十分に発揮する林帯として再
生するまでには、なお一定の期間を要する。   

このため、今後も下刈りや除伐等の適切な保育管理を継続するとともに、松く
い虫等による被害状況を確認・観察する必要がある。また、民有林及び国有林の
管理者が連携して被害対策に取り組み、防災機能の一層の発揮に向けた林帯の形
成を図っていくことが重要である。 

 

地元の意見： 

本事業により、計画箇所すべての植栽工が完了したことで、海岸防災林の再生
に向けた基盤が整備された。 

本地区は宮城県が管理主体となることから、県としても適切な維持管理に努め
るとともに、国有林区域を含む仙台湾沿岸全体で海岸防災林の防災機能が一体的
に発揮されるよう、国及び関係市町等と連携して取り組んでいく。 

（宮城県） 

本事業は、防潮堤と一体となった多重防御による津波被害の軽減や、塩害・
風害・飛砂防備など海岸防災林が有する防災機能の回復に大きく寄与している
ものと評価する。 

また、本市が推進する「ふるさとの杜再生事業」においても、植樹から育樹の
段階へ移行し、市民協働による森林の育成に取り組んでいるところであり、海岸
防災林の成長を通じて防災機能の向上に加え、多様な動植物の生息・生育環境の
形成など生物多様性の保全にも効果が期待される。今後も適切な維持管理によ
り、海岸防災林の機能が継続的に発揮されることを期待する。 

（仙台市） 

令和２年度の事業完了から５年が経過した現在、本市における民有林直轄治
山事業の成果は良好である。多大な事業費と専門技術が必要とされる中、国が
直轄事業として迅速に着手・完遂した意義は極めて大きく、整備された防災林
は、これまでの適切な保育管理により順調な生長を遂げており、海岸地域の飛
砂や潮風に対する防潮・防風機能が十分に発現している。 

（岩沼市） 

事業完了から今日に至るまで、海岸防災林の防災機能等が発揮され、内陸へ
の被害防止が図られている。 

昨今は、葛の発生や松くい虫の被害の報告が多々上がってきている。市とし
ても可能な限り対応はしていきたいと考えているが、管理者においても地元や
団体等と協力の上、被害防止等に取り組んでいただきたい。 

（名取市） 

 



本事業による海岸防災林の復旧により防災機能や農地の保全機能が発揮さ
れ、内陸への飛砂及び風害による被害の軽減が図られている。今後も引続き管
理者と地元で連携し、海岸防災林機能の更なる向上に向けて取り組んでいきた
い。 

（亘理町） 

本事業により整備された海岸防災林は、適切な管理により、順調に生長を遂げて
いる。 

今後も、防災機能や保全機能を発揮し、海岸景観の形成にもなるように取り組ん
でいきたいと考えている。 

（山元町）

森林管理局事業評価 

技術検討会の意見 

 本事業の実施により、飛砂や潮風害防止等の森林の公益的機能の発揮が見込まれ
ることから本事業の必要性が認められる。また、技術的妥当性、民間との協働によ
る事業の効率性及び後背地の保全の観点からの事業の有効性も確保されていたこと
から、本事業の実施は妥当であったと判断する。今後は、松枯れ被害の進行につい
てモニタリングを行うとともに、地元自治体と連携しつつ、その対策に取り組むこ
とが求められる。 

評価結果 ・必要性： 海岸防災林の被害状況から、放置すれば内陸部の保全対象に対し、飛
砂や強風等の被害を及ぼすおそれがある。また、宮城県から直轄事業に
よる海岸防災林の復旧が望まれていることから、本事業の必要性は高い
ものと認められる。 

・効率性： 対策工の施工に当たっては、現地条件に応じて最も効果的かつ効率的
な工種・工法の検討を行った上で実施している。さらに、事業効果と
事業費との関係からみても効率的な事業実施が図られており、本事業の
効率性は確保されている。 

・有効性： 本事業により植栽工等を実施したことで、海岸防災林に期待される防
災機能を十分に発揮できる林分構造の形成が図られた。このことから、
本事業の有効性は認められる。 

※平成24年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 宮城県
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

風害軽減便益 51,834,677

総　便　益    （Ｂ） 51,834,677

9,455,703

51,834,677

9,455,703

便　益　集　計　表
（治山事業）

備　　　　考

民有林直轄治山事業
仙台湾沿岸（民直）

大　区　分

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 5.48

環境保全便益



全体平面図

仙台湾沿岸地区

民有林直轄治山事業 仙台湾沿岸（宮城県） 仙台森林管理署 事業概要図

【名取市下増田 被災当時～現在】
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【岩沼市寺島上空から阿武隈川河口方面】


